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力量向上を実感した際の経験 記述数 割合（%） 力量向上を実感した際の経験 記述数 割合（%）
特別活動主任の経験  47  1.8 目標達成の経験 　 9 　0.4 
交流による特別支援学校の指導経験・特別
な支援を要する児童・生徒の指導経験
 93  3.6 校長・教頭から影響を受けた経験 　52 　2.0 
学年主任の経験 180  7.0 教頭としての経験 　22 　0.9 
学級主任の経験 234  9.1 人間関係構築の経験 　 9 　0.4 
部活動の指導経験  55  2.1 教務主任の経験 　94 　3.7 
視野の広がり  42  1.6 役割や立場の変化の経験 　18 　0.7 
生徒指導の経験 278 10.8 視点・見方・考え方の変化の経験  116 　4.5 
問題行動の指導経験  16  0.6 成功や失敗の経験 　21 　0.8 
交流による小学校・中学校での指導経験  45  1.8 影響を受けたり与えたりした経験 　22 　0.9 
研究発表などの経験  56  2.2 教材研究の経験 　32 　1.3 
保護者対応の経験 104  4.1 仕事に取り組む機会を得た経験 　43 　1.7 
組織全体への意識 155  6.0 職場の同僚から影響を受けた経験 　60 　2.3 
先輩教員からの指導や影響を受けた経験 263 10.2 教科指導の経験  119 　4.6 
授業実践に関する研究・研修などの経験 354 13.8 仕事に対する意識の高まりの経験 　66 　2.6 
仕事上で見通しを持つ経験  25  1.0 多面的に見る経験 　 8 　0.3 
分掌主任の経験  95  3.7 進路指導の経験 　58 　2.3 
研修主任の経験 110  4.3 初任時の経験 　50 　2.0 
組織運営の経験 125  4.9 大学院・大学院派遣 　19 　0.7 
学校行事の経験  73  2.8 コードなし  687  26.7 
生活指導の経験  33  1.3 合計 2569 100.0














































特別活動主任の経験 34.0  0.0  6.4  0.0  0.0  2.1 57.4 
特別支援学校・特別な支援を要する児童・
生徒の指導経験
24.7 35.5  8.6  2.2  2.2  4.3 21.5 
学年主任の経験  5.0  3.9 21.7  0.0  0.0  0.0 69.4 
学級主任の経験 33.3  1.3 26.1  0.4  0.4  0.0 38.0 
部活動の指導経験 29.1  1.8 32.7 23.6  0.0  3.6  7.3 
視野の広がり  7.1  4.8  7.1  9.5  2.4  2.4 66.7 
生徒指導の経験 43.3  7.9 30.0  1.1  0.4  0.7 16.6 
問題行動の指導経験 68.8 18.8  6.3  0.0  0.0  0.0  0.0 
交流による小学校・中学校での指導経験 17.8 51.1  6.7  2.2  6.7  0.0 15.6 
研究発表などの経験 17.9  5.4  5.4  0.0 42.9 17.9 10.7 
保護者対応の経験 54.8  5.8 20.2  1.0  1.0  1.0 11.5 
組織全体への意識 19.4  4.5  3.2  0.0  2.6  0.6 69.0 
先輩教員からの指導や影響を受けた経験  6.5  1.1 81.4  3.4  1.9  1.1  3.8 
授業実践に関する研究・研修などの経験 43.2  3.7 24.9  1.7 17.5  4.5  4.0 
仕事上で見通しを持つ経験 40.0  4.0 12.0  0.0  0.0  0.0 40.0 
分掌主任の経験 14.7  3.2  3.2  0.0  3.2  0.0 75.8 
研修主任の経験 16.4  0.9  7.3  0.0 13.6  0.0 61.8 
組織運営の経験 22.4  5.6 13.6  0.8  2.4  2.4 50.4 
学校行事の経験 60.3  1.4 12.3  0.0  1.4  0.0 24.7 
生活指導の経験 84.8  3.0  3.0  0.0  3.0  3.0  3.0 
学習指導の経験 68.4  3.8 20.3  1.3  1.3  2.5  2.5 
目標達成の経験 55.6 11.1 11.1  0.0  0.0  0.0 22.2 
校長・教頭から影響を受けた経験  5.8  7.7 69.2  1.9  0.0  0.0 15.4 
教頭としての経験 13.6 18.2 18.2  0.0  4.5  0.0 45.5 





















































教務主任の経験 12.8  4.3  5.3  0.0  1.1  0.0 76.6 
役割や立場の変化の経験 11.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0 88.9 
視点・見方・考え方の変化の経験 10.3 14.7 27.6  7.8  2.6  6.9 27.6 
成功や失敗の経験 47.6  4.8 33.3  4.8  0.0  0.0  9.5 
影響を受けたり与えたりした経験 22.7  0.0 63.6  4.5  0.0  0.0  9.1 
教材研究の経験 28.1  6.3 31.3  0.0 21.9  6.3  6.3 
仕事に取り組む機会を得た経験 30.2 16.3  2.3  9.3  7.0  9.3 25.6 
職場の同僚から影響を受けた経験 23.3  3.3 16.7  6.7 10.0  5.0 33.3 
教科指導の経験 22.9 11.0 21.2  6.8 10.2  9.3 17.8 
仕事に対する意識の高まりの経験 19.7  1.5 16.7  0.0 10.6  3.0 47.0 
多面的に見る経験 12.5  0.0  0.0  0.0  0.0 12.5 75.0 
進路指導の経験 63.8  8.6 10.3  1.7  0.0  0.0 15.5 
初任時の経験 16.0  6.0 58.0  2.0  6.0  2.0 10.0 



























































































重要な力量 人数 割合（%） 重要な力量 人数 割合（%）
意思疎通力  28  3.4 教職員としての専門的知識・技能  21 　2.6 
受容共感力  65  8.0 授業力 149  18.2 
主体的態度  50  6.1 生徒指導力 120  14.7 
学級を経営する力  14  1.7 児童生徒支援力  32 　3.9 
状況を把握し判断する力  50  6.1 業務を計画する力  11 　1.4 
新たな価値を創造する力  18  2.2 職場の雰囲気をつくる力  39 　4.8 
状況を分析する力  21  2.6 協力関係を築く力  26 　3.2 
目標を達成しようとする力  40  4.9 変化に対応する力  35 　4.3 
規範を意識する態度  17  2.1 学校運営力  16 　2.0 
コミュニケーション力 166 20.3 前向きな態度  21 　2.6 
学びに向かう姿勢  32  3.9 素直な態度  16 　2.0 
人間関係形成力 141 17.3 謙虚な態度  15 　1.8 
総合的人間力  43  5.3 責任感  65 　8.0 
課題や問題を解決する力  17  2.1 感情を想像する力  13 　1.6 
業務を遂行する力  10  1.2 持論化する力  23 　2.8 
対人関係形成力 154 18.9 効率実践力  20 　2.5 
傾聴する力 　6  0.7 コードなし 137  16.8 
ストレスに対応する力  31  3.8 合計 817 100.0 
柔軟性  30  3.7 調査対象人数 817



























































5学 校 内 で
の研究活動
6学 校 外 で
の研究活動
7職 務 上 の
役割の変化
主体的態度 29.4  9.2 24.1 3.4  7.1 4.1 21.2 
責任感 28.9  7.5 19.7 1.9  4.6 2.1 33.8 
規範意識 20.7  7.7 22.6 4.8  1.4 1.9 40.9 
ストレス対応力 29.3 13.5 22.6 3.8  3.4 2.3 24.4 
受容共感力 28.5  9.3 25.7 3.8  3.5 1.8 25.0 
指導支援力 28.8  7.8 26.0 3.1  7.4 4.1 21.7 
意思疎通力 25.0  9.4 21.3 2.0  5.2 2.6 33.0 
関係形成力 26.0  8.1 17.1 4.3  3.8 3.1 35.1 
職場環境醸成力 16.7 10.1 23.0 4.1  3.6 3.6 38.3 
分析創造力 25.4  9.3 17.5 5.8  8.8 7.8 23.1 
状況判断力 34.0  8.7 18.4 3.1  2.1 3.1 29.2 
業務計画力 23.9  6.4 15.1 2.9  5.8 3.2 41.9 
目標設定力 24.4  6.1 19.7 6.3 10.1 6.1 26.1 
効率的実践力 25.8  9.8 16.0 5.5  5.3 4.5 32.0 
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ネジメント力の要素の一つひとつが複合的な力であ
るため、複数の力量向上の要因に関係しているもの
と考えられる。
　表4で、40%以上を占めたマネジメント力の要素
が見られたのは、「7職務上の役割の変化」において
のみであり、「業務計画力」（41.9%）「規範意識」
（40.9%）であった。これら以外で30%以上を占めた
マネジメント力の要素が見られたのは、「1仕事上の
実践での経験」において「状況判断力」（34.0%）「7職
務上の役割の変化」において、「職場環境醸成力」
（38.3%）「関係形成力」（35.1%）「責任感」（33.8%）「意
思疎通力」（33.0%）「効率的実践力」（32.0%）であった。
　これらのことから、マネジメント力の要素は、「7
職務上の役割の変化」の中で比較的大きな割合を占
めているものが多く、教員が職務上の役割の変化を
経験する中でマネジメント力が発揮されたと認識さ
れていることが分かる。
　以上、第Ⅱ節および第Ⅲ節では、教員が力量向上
を実感した際の経験を分類し、分類された結果と
キャリアステージとの関係、力量向上の要因との関
係について明らかにした。これらを踏まえ、次節で
は教員育成指標に関連する政策動向として、現在注
目されるラーニングポイント制および履修証明制度
等を検討したうえで、教員のキャリアアップシステ
ムについて考察する。
Ⅳ．教員の資質能力の向上を図る
ためのキャリアアップシステ
ム
　教員育成指標をスキルアップの指針とした教員の
キャリアアップシステムを検討する場合に注目され
るのがラーニングポイント制である。ラーニングポ
イント制とは、教員の養成・採用・研修を一体的・
体系的に捉え、教員免許状更新講習なども含めて、
それまでの学習歴を評価することでラーニングポイ
ントとして蓄積し、教員育成指標と関連付けなが
ら、教員の資質向上につなげていく仕組みである。
教職大学院を中心として、一定の条件のもとに教育
委員会等が実施する教員研修、教職大学院等での学
修を組み合わせたり、履修証明制度を活用したりす
る履修証明プログラムを開発し、教職大学院の単位
として認定していくことが検討されている。
　ラーニングポイント制の導入に関しては、すでに
幾つかの教職大学院において教育委員会が実施する
教員研修を教職大学院の単位として認める仕組みを
構築しつつある注4。教職大学院が教育委員会等と連
携して、履修証明制度、ラーニングポイント制など
を取り入れ、体系的・効率的な教員研修に取り組み
始める動きも報告されている3）。また、教職大学院
の学修によって中堅教諭等資質向上研修の免除など
相互認定注5によって整理していくことも検討されて
いる。
　こうした動きの契機となった中央教育審議会答申
「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上
について」（2015.12.21）では、教育委員会と大学等が
教員の育成ビジョンを共有しつつ各種研修や免許状
更新講習、免許法認定講習、大学等が提供する履修
証明プログラムや各種コース等といった様々な学び
の機会を積み上げることによって、成長を動機付け
る見通しを示すとともに、受講証明や専修免許状取
得が可能となるような体制が構築される必要を述べ
ている。例えば、15単位以上の学びの蓄積によって
専修免許状の取得が可能になるような仕組みであ
る。
　同答申では、「学びの蓄積（学びポイント）」という
表現を用い、初任者研修、免許状更新講習、中堅教
諭等資質向上研修、各種年次研修、教職大学院等で
の学修などを教育委員会と大学等が連携協力した履
修証明プログラムの活用と専修免許状の授与による
サーティフィケイトによって体系化していく構想を
提示している。
　さらに具体的な提言として、「教育再生実行本部
第12次提言」（2019.5.14）では、「教育委員会と教職大
学院の連携強化による免許状更新講習と研修の一体
化」「研修や免許状更新講習、教職大学院への『ラー
ニングポイント』導入による体系的・効率的な育成
制度への転換」を示している。同提言が示したラー
ニングポイント制も前述と同様であり、教育委員会
等の研修、教員免許状更新講習、教職大学院での学
修により修得したラーニングポイントを上位の免許
状の取得や管理職の登用条件として活用することに
より、体系的・効率的な教員の育成制度へ転換を図
ろうとするものである。
　こうした提言に対して、佐々木幸寿は、「教育再
生実行本部第12次提言」が示したラーニングポイン
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ト制は、「都道府県等の地域を共有する教育委員会
と教職大学院の協働を促す」4）ものであるが、その
実態としては地域型ラーニングポイント制であるこ
とを指摘し、全国型ラーニングポイント制の構想が
必要であることを述べている。それは、「現職研修
等、免許更新講習、教職大学院の履修、修士課程の
一部実践的科目履修、これらに類するプログラム等
をポイントとして累積し、それによって免許の上
進、学位の取得、任用資格等に反映させるシステ
ム」5）であると指摘している。こうした指摘を踏ま
えれば、今後は、教育委員会等が実施する現職研
修、大学等が行う教員免許状更新講習、教職大学院
の科目履修等を単位またはラーニングポイントとし
て累積し、それによって教員免許状の上進、修士学
位の取得等に結び付けることが、教員のキャリア
アップシステムとしての重要な枠組みになる。
　なお、ラーニングポイント制に関する提言が具体
化されてきた背景には、大学・大学院等における履
修証明制度が制度化されていたことの影響が大き
い。履修証明制度は、2007年6月27日の学校教育法
改正注6により、大学・大学院等における学修の制度
として創設され、同年12月26日から施行されたもの
である。大学・大学院等における履修証明制度が制
度化されていたことにより、ラーニングポイント制
の具体化が進んだといえる。
　以上の動向を踏まえると、教育委員会では教員育
成指標をスキルアップの指針とした教員研修体系を
推進するとともに、教育委員会と大学等との連携協
力に基づく履修証明制度を活用し、履修証明プログ
ラムや相互認定の仕組みを構築して教職の高度化注7
を図ることが重要であると指摘できる。また、相互
認定による効率化を図ることも今後の重要な課題に
なる。図３は、そのような学び続ける教員を支える
キャリアアップシステムの体系を視覚化したもので
ある。
　こうした体系については、前述した中央教育審議
会答申や佐々木論文でも示されているが、図3で
は、それらが言及していない附属学校の勤務、附属
学校で行われる研修も含めて、教育委員会および教
育センターが実施する教員研修と教職大学院等が実
施する講習および履修証明プログラムとを関連的に
配置したものである注8。図３の特徴は、破線の左側
に現状の全体枠組み、右側に今後向かう方向を示し
たものであり、現状と今後向かう方向との関係を区
別しつつ明確にしたことである。
図3．学び続ける教員を支えるキャリアアップシステム体系
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Ⅴ．本稿のまとめと今後の課題
　本稿では、前稿で課題として残された自由記述の
内容に関する分析結果を示したうえで、教員育成指
標および教員のキャリアステージとの関連について
考察した。研究の結果明らかになった内容は次の3
点にまとめられる。
（1） 教員が力量向上を実感した際の経験を39種類に
分類し、前稿で明らかにした力量向上の7つの要
因との関係を考察した。その結果、39種類に分類
された経験は、7つの要因のうち「1仕事上の実践
での経験」「7職務上の役割の変化」において比較
的大きな構成割合を占めていることが明らかに
なった。また、教員のキャリアステージとの関係
を調べた結果、全体として力量向上を実感した際
の経験は、教員経験年数6～10年の時期に認識さ
れていることが多いことが明らかになった。学校
種によらず共通の特徴が見られた項目は、「生徒
指導の経験」「交流による小学校・中学校での指
導経験」「保護者対応の経験」「先輩教員からの指
導や影響を受けた経験」「仕事上で見通しを持つ
経験」「授業実践に関する研究・研修などの経験」
「生活指導の経験」「学習指導の経験」「視点･見方･
考え方の変化の経験」「教科指導の経験」の10項目
であった。学校種によって特徴が異なる項目とし
て、「部活動の指導経験」については高等学校教員
の記述文数が多く、「研究発表などの経験」につい
ては、小学校教員が最も多く続いて中学校教員と
いう特徴が見られた。
（2） 教員にとって重要と考えられる力量の内容（36
種類）のうち、マネジメント力に関する力量を14
に整理し、それらが力量向上の7つの要因の中で
どのような位置を占めているか構成割合を調べ
た。その結果、マネジメント力の要素の一つひと
つが複合的な力と考えられ50%以上を占めたマネ
ジメント力の要素はなかったが、力量向上の要因
の一つである「7職務上の役割の変化」の中でマネ
ジメント力の要素が比較的大きな割合を占めてい
た。このことから、教員が職務上の役割の変化を
経験する中でマネジメント力が発揮されたと認識
されていることが示唆された。
（3） 教員育成指標、ラーニングポイント制、履修証
明制度等の動向を踏まえ、教員育成指標をスキル
アップの指針とした教員研修、教育委員会と教職
大学院等との連携による履修証明プログラムを展
望し、附属学校勤務および附属学校で実施する教
員研修も含めて、学び続ける教員を支えるキャリ
アアップシステムの体系を明示した。
　以上が本稿の結論である。今後の課題として、学
び続ける教員を支えるキャリアアップシステムの体
系については、教員養成の高度化の観点から教育行
政的動向を注視しつつ一層効果的なキャリアアップ
システムの具体像を教員育成指標との関連で研究を
継続する考えである。
　なお、本稿の執筆は、第Ⅰ節、第Ⅳ節、第Ⅴ節を
山﨑が担当した。第Ⅱ節、第Ⅲ節については、KH 
Coder ver.2.00fによる分析および図表の作成をすべ
て飯田が担当し山﨑が考察を加えた。全体の構成は
山﨑に責がある。
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注
注1  調査対象は、2016年度の静岡県総合教育セン
ター主催研修を受講した教員であり、職と人数
は、校長92人、教頭123人、教諭738人、養護教
諭32人の合計985人である。
注2  記述された文数による集計のため、39種類の経
験のそれぞれについての校種数は一定していな
いが、全体としての校種割合は、小学校が
41.6%、中学校が22.0%、高等学校が25.4%、特
別支援学校が10.9%である。
注3  本研究では、質問紙調査の作成および実施の過
程で事務職員も含めて調査対象としたため、質
問文では「教職員」という言葉を使用した。前稿
と用語を統一するために、本稿でも「教職員」と
いう言葉を2箇所（質問文および表3）使用してい
るが、本稿は教員のみを対象とした分析であ
る。
注4  岡山大学教職大学院では、「岡山大学教職大学
院ラーニングポイント制」を2018年度にスター
トさせている6）7）。
注5  相互認定の促進については、衆議院文部科学委
員会から、「教育公務員特例法等の一部を改正
する法律に対する附帯決議」（2016.11.2）が出さ
れている。それにより、「中堅教諭等資質向上
研修の実施に当たっては、十年経験者研修と免
許状更新講習の時期等が重複することによる教
員の負担を軽減する観点から、免許状更新講習
の科目と中堅教諭等資質向上研修の科目の整
理・合理化や相互認定の促進を図ること」とさ
れている。同様の内容で、参議院文教科学委員
会も付帯決議（2016.11.17）を出している。
注6  履修証明制度は、学校教育法第105条で規定さ
れている。
第105条　大学は、文部科学大臣の定めるとこ
ろにより、当該大学の学生以外の者を対象とし
た特別の課程を編成し、これを修了した者に対
し、修了の事実を証する証明書を交付すること
ができる。
  　同法の改正に伴う学校教育法施行規則第164
条では、「特別の課程」の編成および修了に関し
て次のように規定された。
第164条　大学（大学院及び短期大学を含む。以
下この条において同じ。）は、学校教育法第105
条に規定する特別の課程（以下この条において
「特別の課程」という。）の編成に当たっては、当
該大学の開設する講習若しくは授業科目又はこ
れらの一部により体系的に編成するものとす
る。
2 特別の課程の総時間数は、120時間以上とす
る。
3 特別の課程の履修資格は、大学において定め
るものとする。ただし、当該資格を有する者
は、学校教育法第90条第1項の規定により大学
に入学することができる者でなければならな
い。
4 特別の課程における講習又は授業の方法は、
大学設置基準、大学通信教育設置基準、大学院
設置基準、専門職大学院設置基準、短期大学設
置基準及び短期大学通信教育設置基準の定める
ところによる。
5 大学は、特別の課程の編成に当たっては、当
該特別の課程の名称、目的、総時間数、履修資
格、定員、内容、講習又は授業の方法、修了要
件その他当該大学が必要と認める事項をあらか
じめ公表するものとする。
6 大学は、学校教育法第105条に規定する証明
書（次項において「履修証明書」という。）に、特
別の課程の名称、内容の概要、総時間数その他
当該大学が必要と認める事項を記載するものと
する。
7 大学は、特別の課程の編成及び当該特別の課
程の実施状況の評価並びに履修証明書の交付を
行うために必要な体制を整備しなければならな
い。
注7  教員養成の高度化については、教員免許制度を
基礎免許状（学士課程修了レベル）、一般免許状
（学部4年に加え1～2年程度の修士レベル課程で
の学修）、専門免許状（特定分野の実践の積み重
ねによる高い専門性）の3種類に改革する方向
で、修士レベルの一般免許状を標準とする提言
が、中央教育審議会答申「教職生活の全体を通
じた教員の資質能力の総合的な向上方策につい
て」（2012.8.28）においてなされた。以後の政権
交代により、教員免許制度の改革を伴った教員
養成の高度化路線は、教員育成指標に基づく研
修計画の全体的な再編整備を目指す方向に軌道
修正がなされたが、同答申の「学び続ける教員
像」を目指すという基調は維持された8）。
注8  附属学校の勤務および研修を教員養成の高度化
に結び付けた論考は、山﨑が企画責任者として
附属学校関係をまとめた『平成23年度文部科学
省委託教員の資質能力の向上に関わる向上に係
る調査検討事業「養成・研修統合型の教職支援
システム構築のための基礎調査―教員養成の高
度化に対する管理職層の意識調査―調査報告書
Ａ」』2012年3月で述べている（該当部分pp.52-
65）。
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